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平成２０年度第１回神奈川地方労働審議会
１　日時
　　平成２０年１１月１０日　午後３時００分～５時００分
２　場所
　　ワークピア横浜
３　出席者
　【委　員】公益代表：柴田委員、三村委員、中村委員、松本委員、
　　　　　　労働者代表：野村委員、廣田委員、市川委員、五十嵐委員、佐々木委員、
　　　　　　使用者代表：佐伯委員、埜瀬委員、柏原委員、三木委員、伊藤委員
　【事務局】森岡局長、高渕総務部長、加藤労働基準部長、畑職業安定部長、
西村雇用均等室長ほか
４　議題
（１）部会委員等の指名及び同意
　（２）神奈川労働局からの行政運営報告
　　イ　総務部長説明
　　　ロ　労働基準部長説明
　　　ハ　職業安定部長説明
　　　ニ　雇用均等室長説明
　（３）質疑・意見交換等
１　開　会

【近藤補佐】　
定刻となりましたので、ただいまより平成20年度第１回神奈川地方労働審議会を開催いたします。
　まず初めに、事務局より本日の各委員出席状況について御報告いたします。

【平野室長】　
企画室長の平野です。本日はありがとうございます。

それでは、各委員の出席状況について御報告いたします。現在、公益代表委員が２名、労働者代表委員が５名、使用者代表委員が５名、合計12名の委員が出席されております。したがいまして、委員総数18名のうち３分の２以上の御出席をいただいておりますので、地方労働審議会令第８条の規定により、本日の会議の開催及び議決ともに有効であることを御報告申し上げます。

なお、公益委員の三村委員と松本委員につきましては、御出席の報告はいただいておりますので、後ほど見えるのではないかと思っております。よろしくお願いいたします。
【近藤補佐】　
本審議会は、神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づき、原則として公開となっております。発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていただくことになっておりますので、御了承をお願いいたします。

　また、議事録作成のために、御発言の際は机上に置いてありますマイクの使用をお願いいたします。

　それでは、本審議会の事務局をしております神奈川労働局を代表いたしまして、森岡局長からご挨拶を申し上げます。
２　神奈川労働局長あいさつ

【森岡労働局長】　
皆さん、こんにちは。本日は、大変お忙しい中、本審議会に御出席賜りましてありがとうございます。また、日頃より労働行政につきまして多大な御理解、御協力を賜っていることにつきまして、この場をお借りしてお礼申し上げます。

　平成20年度も上半期が終了いたしましたところでございます。この間、アメリカのサブプライムローン問題から発生しました信用不安、これからの金融危機というのが世界的な広がりをみまして、我が国の経済にも大きな影響を与えているところでございます。特に神奈川におきましても、輸出型製造業を多く擁しておりまして、非常に影響を受けておりまして、この雇用失業情勢につきましても、現在、神奈川県で見まして0.8倍と非常に厳しい情勢になっているところでございます。こういった厳しい環境の中で、神奈川県におきます労働行政につきましては、当審議会においても御意見を賜りました平成20年の行政運営方針に基づきまして推進しているところでございます。
本日は、議題にもございますとおり、神奈川県の労働行政の運営につきまして、その進捗状況と今後の取り組みにつきまして、各部長、均等室長から報告させていただくことになっております。ぜひ忌憚のない御意見を賜りまして、今後とも労働行政に御理解と御協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

なお、緊急な経済情勢につきまして、先週の６日に松沢知事の主催におきまして「神奈川県緊急経済対策連絡協議会」が開催されたところでございます。私も出席いたしまして、労働行政の労働状況等につきまして説明させていただいたところでございます。本日はその関係の資料をお手元にお配りしているところでございます。今後の労働行政の運営の前提ともなるものでございますので、６日の会議にも出席された方にとられては重ねてになって申し訳ございませんが、簡単に説明させていただきたいと思います。

座って説明をさせていただきます。

お手元の机上配付の資料、ファイルに綴っていない方の資料の中に「神奈川県内の労働状況について」という横長の資料を入れていると思います。

１ページは、有効求人倍率等の動向でございます。折れ線が有効求人倍率の動向でございまして、平成17年に1.04になってから、19年10月は0.95、現在20年９月では0.80ということで段階的に下がっているところでございます。なお、全国の有効求人倍率は20年９月で0.84倍と神奈川より高いですけれども、神奈川は東京への通勤者も多いということから、常に全国と比べ低めに出るという状況でございます。なお、棒グラフは、左側が有効求人、右側が有効求職の動向でございます。下のところに対前年比を３段の表で付けてございますけれども、ごらんいただきますように、有効求人につきまして、20年６月以降は対前年10％以上の減少が続いている。また、有効求職につきましては、７月から増加傾向に転じているという状況をごらんいただけると思います。

２ページは、瞬間を月々で見るために新規で見たものでございます。新規求人について見ますと、同様な傾向でございますが、下の３段の真ん中のところに、新規求職者の対前年同月を付けてございます。これが20年９月で見ると18.3％ということで、急激に多くの求職者がハローワークに来ていただいているという状況になってございます。

３ページは、求人倍率の過去の推移でございます。0.80という有効求人倍率が過去でいうとどの辺に位置するものかというのを見たものでございます。下の赤の折れ線が有効求人倍率の推移でございまして、これを見ますと、平成４年のところが0.78倍、下りぎみで0.8ぐらいというのは、要するに平成４年のレベルということでして、平成４年といいますと、その後、就職氷河期に突入していったという時期のレベルに来ているということでございます。

４ページは、産業別に見たものでございまして、産業別の新規求人動向を見ますと、２つ目の赤の折れ線が医療福祉でございます。これについては上がっておりますが、ほかは全体に下がってきているという状況をごらんいただけるかと思います。
５ページは、これをはっきり見るために、対前年同月のグラフを作って見ております。20年９月のところで上に出ている赤が医療福祉で、医療福祉の求人については34％の増でございますが、それ以外については減少しているという状況をごらんいただけるかと思います。

６ページは、規模別に見たものでございます。ハローワークの求人は、ごらんいただきますように、29人以下が非常に多くて、300人未満の求人で大半を占めるものでございます。全体に下り傾向でございます。

はっきり見るために、対前年同月で見たのが７ページでございます。20年９月で一番上に飛び出ているのが1,000人以上でございまして、もともと求人の母数が少ないということから、一部の大手派遣の求人の動向等に影響される部分で少し波があって出ているということでございますが、それ以外の規模につきましては、すべて５％以上の対前年減少になっているという状況でございます。

８ページは、地域別に見たものでございまして、全体的に各地域とも減少傾向でございまして、20年９月で一番下は青の県西地域で、0.68倍ということになってございます。

９ページは、対前年で地域別に見たものでございまして、そういう意味では県西の下がり方が少し大きいかなということでございますが、全地域においても対前年減に陥っているという状況でございます。

10ページは、正社員について見たものでございます。正社員、非正社員と分けて見たものですが、正社員の求人倍率が折れ線グラフでございまして、20年９月では、正社員求人倍率で見ますと0.50倍で非常に低い状況になってございます。下の棒グラフは、あずき色が正社員求人、横の青色っぽい色が非正社員求人でございます。非正社員求人の方が多いのですけれども、非正社員の飛び出方を見ていただきますと、18年と比べ19年、更に20年になって非正社員の求人の比率が増えているなという状況をご覧いただけるかと思います。
11ページは、常用新規求職者の動向の態様別、求職者になる前はどういう状況であったかということを見たもので、前は雇用者であって事業主都合で離職してきた人というのが真ん中辺りでございます。対前年比で、19年10月以降プラスが続いております。特に20年９月になると30％以上増ということで、事業主都合離職者が非常に増えているということをご覧いただけるかと思います。また在職者、景気が悪くなると働いているうちから次の仕事を見つけようという方が出てくるわけでございます。右から２つ目ですが、そういった在職者についても20年９月で対前年より25％増加している状況でございます。

12ページは、労働者の給与で見た状況でございます。きまって支給する給与額、これはパート労働者を除きまして一般労働者で見ております。左側が昨年、右側が今年でございまして、６月までは今年の方が多いという状況でございましたが、７月、８月と前年より今年の方が低いという状況になってございます。こうして見ると、雇用情勢においても非常に厳しい状況になってきているということでございます。

資料の順番が少し後ろになっているかと思いますが、ハローワークの所長が公共職業安定所にヒアリングに行ったという結果報告をお配りしていると思います。厚生労働省の発表資料でございます。これをご覧いただきますと、これは全国ベースでございまして、全国で4,285社、ハローワークの所長が訪問または、基本的には訪問しているものでございます。神奈川県では150社でございまして、母数が少ないので県の方の数字の公表を控えさせていただいておりますけれども、ほぼ全国と同様の傾向でございます。なお、全国のベースで、見出しのところへ「７月のヒアリング結果と比べると、製造業において派遣・契約社員の再契約停止が増加している」と書いてございますが、製造業における派遣・契約社員の再契約停止については、神奈川も全国と同程度のレベルでございますが、現在、７月と同水準にあるという状況でございます。なお、概要の（１）で業況が「悪い」「多少悪い」という事業所は58.9％で、７月から５ポイント減と書いてございますが、神奈川においては「悪い」「多少悪い」が７月と比べ増加している状況になってございます。

私の説明の最後ですが、「平成20年度職業安定局補正予算の概要」という資料をお配りしているかと思います。縦長の資料でございます。これは国の方で、第１次補正、第２次補正の概要を示したもので、第１次補正は既に通りまして、第２次補正が、今、検討されているところでございます。まず、１ページから３ページが第１次補正分でございますが、第１次補正においても、１ページの１番にあります非正規雇用対策等の推進、また２ページにあります中小企業の雇用維持等への支援といった形の予算が組まれているところでございます。次の４ページからが第２次補正で、今後審議されていくものでございます。４ページにもございますように、一つは、予算といいますか「経済界に対する賃金引上げの要請」と書いてございますが、これについては、一応、神奈川におきましても、地域最賃において、今年度も30円引き上げて766円ということを御審議いただいたところでございます。どうもありがとうございました。神奈川労働局としましても周知、履行の確保に努めていきたいと考えているところでございます。また、国の方の予算におきましても、４ページにあります雇用保険料の引き下げを検討する、また、次の５ページにあります、非正規労働者の雇用安定対策を強化する、また中小企業等の雇用維持支援対策を強化するといった形のものが盛り込まれているところでございます。
一枚おめくりいただきまして、「参考１」は、後ほど安定部長の方から詳しい説明があろうかと思いますけれども、簡単な絵を付けさせていただいております。一つは、ハローワークに「安定就職ナビゲーター」というのを置きまして、日雇派遣労働者、またフリーターにつきまして、就職支援プログラム、またジョブ・カードの活用によって安定就職へ向けていこうというものでございます。なお、ハローワークにおいて、今後、求人確保についても強化をしていくということを考えてございますので、ぜひハローワークへ求人を出していただけるようよろしくお願いしたいと思います。

次の「参考２」は、雇用調整助成金制度の見直しでございまして、１次補正、２次補正がございますが、「中小企業緊急雇用安定助成金」というのを作りまして、経営が落ち込んでいる中小企業に雇用を継続してもらう。休業、教育訓練、出向等で雇用を維持してもらったときに、５分４の高率助成の制度を設けていこうというものでございます。また、２次補正において、「雇用調整助成金」についても、下の赤でございますが、助成率の拡充を図っておりまして、大企業において、これまで２分１助成でありましたのを３分２の助成ということで、助成率が拡充される予定となっているところでございます。
次の「参考３」は、「年長フリーター支援のための特別奨励金」の創設、これは２次補正で現在検討されるものでございますけれども、年長フリーター等につきまして正規雇用に雇い入れていただいた場合に、中小企業100万円、大企業50万円の助成制度を設け、これによって安定雇用、就職につなげていこうというものでございます。

以上の点につきまして、６日の県の「緊急経済対策会議」におきましても御説明させていただきました。そのとき、知事の方からは、全体を総括いたしまして、神奈川の力を総合的に集約して取り組んでまいりましょうという話があったところでございます。

説明は以上でございます。今日は審議のほどよろしくお願いします。

【近藤補佐】

　それでは、議事に入ります前に、事務局の方から資料説明をさせていただきます。
本日の資料につきましては、委員の皆様には事前にファイル綴じした資料を郵送させていただいております。あと、本日机上に配付させていただきました次第の２ページ目に資料目次一覧が入っておりますので、そちらで御確認をお願いいたします。

　ファイルの方で、事務局資料が５部、総務部資料が３部、基準部資料が12部、安定部資料が13部、及び参考資料といたしまして「神奈川雇用戦略」の冊子を一部添付させていただいております。あと、均等室の資料が６部、以上がファイルの資料となります。

　また、ただ今、局長の説明の中にも入っておりました追加資料としまして、クリップ留めしてあるものが５部ございます。右上に「追加資料１～４」と「追加資料安定」と表示してあるもの、都合５部ございますので、御確認ください。

　また、使用者代表委員さんの方から事前質問が１件出ておりますので、「事前質疑事項」という形で一枚ものの紙を配付させていただいております。

　資料は以上になります。

　それでは、以降の議事進行につきましては、柴田会長にお願いしたいと思います。

柴田会長よろしくお願いいたします。

３　議　題
（１）部会委員等の指名及び同意

【柴田会長】

　それでは、次第に従いましてこれから議事を進めさせていただきます。
　まず最初の議題（１）部会委員等の指名及び同意でございますが、あらかじめ皆様方に送っていただきました資料「事務局３、４」の中に、臨時委員及び専門委員の名簿が提出されております。これにつきまして、まず、事務局の方から御説明をよろしくお願いいたします。

【平野室長】

　それでは、事務局の方から説明させていただきます。

　まず、部会委員選任のための会長指名についてでございます。本審議会には、特別な事項を調査審議するために、労働災害防止部会、家内労働部会、及び港湾労働部会の３つの部会が設置されております。これらの部会の委員につきましては、地方労働審議会令第６条第２項の規定により、本審委員のほかに、あらかじめ局長により任命された臨時委員あるいは専門委員から会長が指名することになっております。今年度臨時委員の港湾労働部会の委員であります各務委員が辞任されましたので、それに伴い新たな委員の選任のため、局長による臨時委員の任命と会長の指名が必要となりました。局長の任命につきましては、10月１日付で、既に木元業人委員を任命しましたので、本日、会長の御指名をいただきまして、港湾労働部会に任命する運びにしたいと考えております。木元委員につきましては、資料「事務局－３」の一番最後の使用者代表委員で表示しております。

もう一点は、部会委員選任のための審議会の同意についてでございます。資料「事務局－４」に専門委員候補者２名の名簿がございます。これは専門委員でありました前任の国土交通省関東運輸局長及び横浜市港湾局長がいずれもこの４月１日付で人事異動により交代いたしましたので、新たに赴任されました両名の方々を任命するため提出させていただいております。専門委員につきましては、地方労働審議会令第３条第４項の規定により、審議会の同意を得て局長が任命することになっておりますので、本日の審議会で皆様の御同意をいただきまして、本日付で任命したいと考えております。
それ以外の労働災害防止部会、家内労働部会委員につきましては、今回、交代の必要はございません。

　よろしくお願いいたします。

【柴田会長】

　ありがとうございました。
それでは、ただいま御説明いただきましたように、まず、港湾労働部会の臨時委員の交代ということで、これは、今、御説明ございましたように会長が指名ということになっておりますので、私の方から了承するということで処理したいと思います。

　次に、専門委員につきましては、これも、今、御説明いただきましたように、皆様方の同意を得るということでございますので、これにつきまして御審議いただくということでございます。資料「事務局－４」に挙がっておりますお二方に関しまして同意を得たいと考えますが、異議ございませんでしょうか。
（「異議なし」と声あり）
【柴田会長】

それでは、本審議会といたしましては、「事務局－４」に掲載されております２名の方を専門委員として任命する、こういう形で決したいと思います。

（２）神奈川労働局からの行政運営報告

【柴田会長】

　それでは、次に議題（２）神奈川労働局からの行政運営報告でございます。総務部長、労働基準部長、職業安定部長、雇用均等室長、それぞれの方から所管の事項につきましての御報告を順次お願いいたしたいと思います。なお、質疑につきましては、事前質問を含めまして、すべて一通りの報告をちょうだいしてからにしたいと思いますので、御発言される方はその辺をよろしくお願いいたします。

　それでは最初に、総務部長から総務部所管につきまして御報告をお願いいたします。どうぞそのままお座りいただいて。

【高渕総務部長】　
７月11日付で就任いたしました総務部長の高渕でございます。よろしくお願いいたします。座って恐縮です。私からは、総務部所管の事項について御説明いたします。

　総務部の組織について若干御説明申し上げますと、人事給与や会計経理など民間企業の総務部門と同様な業務のほかに、労働局におきましては、労働保険の適用や保険料の徴収の業務、更にもう一点、個別労働紛争処理の業務を担当しております。本日は、これまで半年を経過いたしましたけれども、この間の行政の推進状況等について御説明申し上げます。本日お配りしております資料の中で、インデックスで「総務－１」「総務－２」「総務－３」と表示のある資料が関係資料でございます。

まず最初に、「総務－１」のブルーの冊子をごらんいただきたいと思います。これは「神奈川労働局行政運営方針の概要」で、私どもの局におきまして、平成20年度にどういう背景、事情のもとに、どういう点について重点を置いて行政を進めるかといったものをまとめたものでございます。内容につきましては、毎年度の始まる前に当審議会に諮りまして御意見をちょうだいした上で策定したものでございます。

表紙を１枚おめくりいただきまして、右側に「平成20年度の行政課題」というページがございます。神奈川労働局としましては、「成長力強化に向けた雇用対策の推進」「働く人たちの安全・安心の確保と公正かつ多様な働き方の実現」「仕事と生活の調和の実現」、この３点を柱となる課題ととらえまして労働行政を展開することにいたしております。

２ページは、「労働行政展開に当たっての基本的対応方針」が記載されてございます。今申し上げました３つの課題につきまして、労働基準行政、職業安定行政、雇用均等行政がそれぞれ専門性を発揮し、連携しながら取り組み、国の労働施策を実施する第一線機関としての機能を発揮するとともに、地域の視点に立って地域関係者との連携を重視した行政運営を通じまして、水準の高い業務成果を上げていくこととしております。

総務部関係の２つの業務について御説明申し上げたいと思います。
「総務－１」の20ページをごらんいただきたいと思います。「労働保険制度の適切な運営」でございます。労働保険制度は、労災給付、失業給付といったものを通じまして、労働者の福祉の増進に寄与するとともに、労働行政を財政面から支える重要な役割を担っている制度でございまして、神奈川労働局におきましても、制度の健全な運営あるいは費用負担の公平等の観点から、適用促進、滞納整理、年度更新、労働保険料基礎調査等、重点を置いて取り組んでいるところでございます。中でも、労働保険の未手続事業の一掃につきましては、重点的な課題の一つと位置づけまして、本年度、平成20年度から22年度までの３カ年を一つの区切りといたします新たな「労働保険適用促進実施計画」を策定し取り組みを進めているところでございます。労働保険の適用促進につきましては、これまでに既に存在している未手続事業所に加えまして、毎年、相当数、新たに設置・設立されます新規事業におきまして、認識不足等により新たな未手続事業所が発生するということなどによりまして、依然として相当数の未手続事業が常態として存在してございます。ですから、関係機関との連携によって、未手続事業を的確に把握する、あるいは職権による成立手続を実施していくといったことによりまして、未手続事業のさらなる解消を推進する必要がございます。
「総務－２」をごらんいただきたいと思います。平成19年度におきまして5,765事業場を未手続事業の対象ととらえまして、神奈川県労働保険事務組合連合会とも分担しながら加入の促進・指導を行った結果、1,887事業場につきまして労働保険に新たに加入させることができたわけでございます。これは件数だけで申し上げますと全国４番目の実績ということでございますが、本年度、平成20年度におきましては、行政指導等によりまして、労働保険成立に至る事業場を目標1,900件と計画を立てて今取り組んでいるところでございます。労働保険適用促進計画につきましては、先ほども言いましたが、平成20年度からの３年間で加入指導を、過去３年間の実績を上回る１万5,500件という計画を策定いたしまして、未手続事業場の的確な把握に努めながら、加入・勧奨に取り組んでいるところでありますが、再三の指導にもかかわらず自主的に保険の成立手続をとらない事業主に対しましては、職権によりまして成立手続を実施することとしております。なお、毎年10月を、先月でございますが、「労働保険適用促進月間」と定めまして、広く制度の周知を図っているところでございます。また、本年7月16日と、明日11日には、神奈川県労働保険事務組合連合会と局とで構成されております「未手続事業一掃対策協議会」を開催いたしまして、効果的・効率的な対策の推進を図っていくことになっております。

「総務－１」に戻っていただきまして、20ページの図表「神奈川労働局における労働保険適用事業場数と労働保険料徴収決定額の推移」をごらんいただきたいと思います。事業主全額負担の労災保険と労使のほぼ折半の雇用保険、これを合わせた労働保険の額、いわゆる徴収決定額は約2,000億円で推移してございますが、労働保険の適用事業場数は平成18年度末では13万9,870と書いてございます。ここには書かれてございませんが、その後、適用事業場数は、平成19年度末で14万1,412と、この件数は全国５番目に当たりますが、若干増加してございます。しかし、徴収決定額の方は、雇用保険の料率の引き下げがございまして、平成19年度においては2,000億円を切りまして1,892億円となってございます。この１，892億円に対しまして、平成19年度に収納した保険料額は1,836億円ということで、収納率としましては96.99％でございました。本年度につきましても、特に高額累積滞納事業場を重点に効果的な徴収業務の取り組みを実施しまして、収納率の向上を一層図ってまいりたいと思っております。
次に、隣の21ページをごらんいただきたいと思います。「個別労働紛争解決制度の推進」でございます。当局におきましては、労働問題に関するあらゆる分野の相談に適切に対応するため、県内14カ所の総合労働相談コーナーに総合労働相談員を配置いたしまして、アドバイスによる自主解決の促進や情報提供等のワンストップサービスを提供するとともに、神奈川労働局長による助言指導、更には弁護士さん等の有識者で構成する神奈川紛争調整委員会によります労使紛争事案のあっせんを展開してございます。こうした展開のもとで、労働問題に関する紛争の未然防止や自主解決の援助、簡易で迅速、無料による紛争解決を図る取り組みを行っております。

「総務－３」をご覧いただきたいと思います。「個別労働紛争解決制度運用状況」でございます。平成13年10月の制度発足以来、年々相談件数が増加してございます。平成19年度におきましてはとうとう５万件台、前年比11％以上も増加しており、助言指導の申出受付も19年度は168件、あっせん受理件数は200件台でございます。本年度、平成20年度上期の状況を見ますと、この半期だけで個別紛争の相談件数、助言指導の申出件数、あっせん受理件数、いずれも過去のどの半期の状況よりも上回ってございます。ますますこの相談等の案件が増加してございます。

「総務－３」の２枚目は、表２「内容別の詳細」でございます。（１）（２）（３）と内訳が書いてございます。（１）は「個別労働紛争相談の内訳」とあります。総合労働相談コーナーで受けました年間約５万件の相談のうち概ね４分の１に当たる１万2,000件余が個別労働紛争に関するものでございますが、その内容の内訳を見ますと、「解雇」「雇止め」等、いわゆる雇用関係終了に関するものが約34％を占めております。これが常に最も多い状況でございます。特徴的なのが、この表の下の方にございます「いじめ・嫌がらせ」に関するものが年々増加してございまして、本年度上半期においても、その増加傾向がはっきり見てとれるのが特徴でございます。真ん中の表の（２）は「助言・指導申出件数の内訳」でございます。例年百数十件の助言・指導の申し出がなされておりますが、今、相談内容の内訳で見た傾向と同様の傾向がございます。本年度上期半期だけでも「いじめ・嫌がらせ」に関するものが増加していることがわかります。下の（３）は「あっせん申請受理件数の内訳」でございます。例年二百件余のあっせん審査がありますが、その５割を超える分を雇用関係終了に関するものが占めてございます。

２枚めくっていただき、最後のページをごらんいただきたいと思います。表４「あっせん事案の解決状況」でございます。こうしたあっせん手続を終了した事案の処理状況が一覧となっておりますが、本年度上半期で128件のあっせん手続が終了したもののうち、紛争当事者一方が手続に参加しないために打ち切りとなった事案が47件、申請が取り下げられたため処理を行わなかったものが10件ございます。実質128件のうち、47＋10、57を引きまして71件があっせん委員によるあっせん処理が行われたものでございますが、これにより合意に至ったものが32件と、128件を分母にいたしますと、ちょうど25％、４分の１があっせんにより解決しているという状況でございます。

神奈川労働局における個別労働紛争に係る状況は以上のとおりでございますが、県内におきます個別労働紛争解決のための取り組みを一層効果的に機能させるため、神奈川県、横浜市、川崎市、横浜地方裁判所といった紛争解決に係る取り組みを行う機関から成る「個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会」というものがございます。これを本年９月に開催いたしまして、関係機関相互の緊密な連携を図っているところでございます。また、来月12月には、県との共催によりますトラブルの早期解決や解決支援機関などの理解を得るため、「紛争自主解決支援セミナー」というものを開催することとしております。引き続き制度の周知等による活用促進等、的確な運用を図ってまいりたいと思っております。

手短でございましたが、以上で総務部関連の説明を終わらせていただきます。

【柴田会長】

　ありがとうございました。

それでは、続きまして、労働基準部長の方から所管の御報告をよろしくお願いいたします。

【加藤労働基準部長】

　それでは着席のまま説明させていただきます。

　基準関係では１～12までの資料を出させていただいております。

「基準－１」は、平成20年版の労働災害の現状分析です。平成19年は４年連続増加した休業４日以上に歯止めをかけたということと、過去最少の58人の死亡者数となったというような特徴がございます。冊子の説明については、時間の関係で割愛をさせていただきます。

「基準－２－１」は、20年、今年のここまでの「死亡災害発生状況」を10月13日現在で見ております。これは右側が確定値で、平成17年、18年、19年の年間の死亡災害総件数。一番下、19年のところが58件と、過去最少記録を更新していただいた。左側が、途中経過といいますか、10月13日現在の件数でございまして、本年は31件、死亡災害が発生しております。過去最少の昨年同期35件より４件少ないという状況で推移しておりまして、業種別に見ると、上から４段、製造業、建設業、交通運輸業、陸上貨物運送事業については、いずれも昨年より減少しておりますが、港湾荷役業が０から３件、商業が１件、清掃・と畜業が６件。清掃・と畜業、具体的にはビルメンテナンス業や産業廃棄物処理業などで死亡災害が発生しております。

次の「基準－２－２」は、休業４日以上の災害を監督署別・業種別に見たものでございまして、右下隅の数値4,773件というのが９月末までの発生件数でございまして、前年より残念ながらこちらは196件、4.3％増加をしている。歯止めをかけて、それが１年こっきりにならないように、残された期間、最大限の努力を払いたいと思っております。

なお、「その他」については、次のページで更にその詳細を表にしてございまして、これでわかるのは、教育研究業、保健衛生業、接客娯楽業などについては増加をしているというようなことでございます。

更に、「基準－３」は、重大災害、一度に３人以上死傷に巻き込まれる労働災害でございますが、８件発生しておりまして、交通事故が５件、爆発が２件、クレーンの崩壊が１件ということで、重大災害も高止まりの状況にございます。

これらの災害動向を踏まえて、「基準－４」は、20年度に入って策定をしております「第11次労働災害防止推進計画」でございます。これも非常に膨大なもので29枚本文がございますので、説明は次のこれをダイジョスト版にしたもの、色刷りの資料をごらんいただきたいと思います。20年度から24年度の５カ年計画で、19年の数値を24年にどこまで減らすかというようなことで、具体的な数値目標を神奈川として掲げてございます。死亡者数は45人以下、死傷者数は6,000人以下、それから定期健康診断の有所見率は、毎年増えておりますが、これに50％未満ということで歯止めをかけるという３つの目標を中心に５年間取り組んでまいりたいと思っております。次のページに、具体的に何をするか、１～11まで絵入りで説明がございますが、このエキスを申し上げれば、右側のページの一番上の緑の枠の中で白抜きに書いてある、一つは、労働災害全体を減少させるためのリスク低減対策をやりましょう。もう一つは、重篤な労働災害を防止するため、作業・機械設備等の労働災害防止対策を推進する。幅広くリスクを低減するということと、特に問題のところをたたくと、この２つで目標を達成していこうという基本的な考え方でございます。

次に、「基準－５」は「第７次粉じん障害防止総合対策について」です。図の下に、ずい道等建設工事における粉じん障害防止対策、アーク溶接作業、金属研磨作業の粉じん対策、そして離職後の健康管理、これらを重点項目にして、やはり５カ年の計画で取り組んでいくということでございます。

非常に説明が速くて申し訳ございませんが、次に、「基準－６」は「健康管理手帳新規交付件数推移」でございまして、20年度だけは９月30日までの半年分でございます。そういう意味で、既に昨年とほとんど同じ、このままいくと一番多かった平成18年度の610件を超す勢いで交付の処理をいたしております。更に、石綿の健康管理手帳の交付要件が来年４月から改正になって拡大されるということがございます。今までは、石綿等を直接取り扱う業務に当たられた方に限られていたわけですが、今回は、石綿等の取扱いまたは取扱いに伴い石綿の粉じんを発散する作業場所にいらした方についても、一定の要件に該当すれば管理手帳を交付するというようなことで拡大しておりますので、先ほどの棒グラフもさらに伸びていくのではないかと思っております。

次に、「基準－７」は「労働者の健康を守るために」というパンフレットで、膨大なものですので、中身を少しだけ御説明いたします。表紙を１枚めくっていただいた裏側に目次がございます。まず１番として事業者、トップが意思決定をして方針を表明していただく。それから、２番で、衛生委員会等の活用をしていただく。３番で、計画を作りますが、特に時間外労働削減対策や年次有給休暇の取得促進の対策を盛り込んでいただく。それから５番のところに「面接指導」という言葉がございますが、これを一定の条件に該当する方には的確に行っていく。こういう手法を通じて、過重労働によって健康障害を引き起こすことがないように指導・周知に努めてまいりたいと思っています。

次に「基準－８」は「職場における心の健康づくり」、メンタルヘルスケアの関係でございます。１枚めくっていただいた裏側、２ページの図１で、職業生活でストレスを感じる方、平成14年の調査では61.5％の労働者が何らかのストレスを感じていると。図３では、労働者の方で自殺した方が9,000人を超えているというようなことで、現状が紹介されております。これらについて、５ページに対策の概念図がございます。オレンジ色に白抜きで書いてありますが、セルフケア、ラインによるケア、事業場内産業保健スタッフ等によるケア、事業場外資源によるケア、４つのケアを中心に、これらを衛生委員会等において調査審議して、事業場の中で心の健康づくり計画を策定し、体系的に取り組んでいただくということでございます。横断的には、教育研修や職場環境等の把握と改善、それから不調の気づきとか職場復帰による支援、こういうものもそれぞれの立場で推進していただく。また、これらの活動の中では、特に個人情報の保護に十分配慮して展開をしていただくというようなことで、メンタルヘルスケアに取り組んでいただくよう指導なり啓発に努めたいと思っております。

次に、「基準－９」は労災の補償状況で、年度の前半は19年度の数字がまだ出ておりませんでしたが、これが出ましたので、ここでは19年度を追加したグラフを作っております。真ん中あたりが全国の数字で、下が神奈川の数字で、これは脳・心の関係でございます。全国では18～19年にかけて微減でありますが、神奈川は伸びているということでございます。これは前回も若干お話ししましたが、神奈川の方を見ますと請求件数より決定件数の方が多いという年度がございますが、これは年度を超えて調査決定をするために、必ずしも決定件数がその年度で見ると請求件数の内輪にならないということがございますが、それにしても大変大きな数になっておりまして、労災関係職員は、できるだけ迅速・適正に決定をするということで、出てきたものはできるだけ速く処理することに努めております。

２枚めくっていただいた左側は、脳・心の関係で決定された方の年齢別内訳でございます。上の表を見ていただきますと、全国も神奈川も同様に、40～49歳、50～59歳というところに固まりといいますか、この方々が発症しているケースが多いという状況でございます。

右側のページは精神障害の関係でございます。これも全国と神奈川、どちらも増加傾向にあるということが見てとれるかと思います。

２枚めくっていただいた左側は、どんな年齢層で発病しているかということで、全国で見ると30～39歳、更に29歳以下、40～49歳のあたり、非常に働き盛り、若い方の中で精神障害が発病して業務上認定されているという状況がございます。

今まで見てきた過重労働やメンタルヘルスケアのいろいろな手だてのうちの一つとして、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）ということが求められておりまして、神奈川労働局としては、労使代表、学識経験者、行政機関を構成員とする「神奈川仕事と生活の調和推進会議」を設置いたしまして、８月１日に１回目の会合を開いております。今後、今月と、もう一回年度内に開きまして、神奈川県下の実情を踏まえたワーク・ライフ・バランスの提言を行う予定としておりまして、ワーク・ライフ・バランスの考え方について機運の醸成を図っていきたいと思っております。

「基準－10」は「多店舗展開による小売業、飲食業等の店舗における管理監督者の範囲の適正化について」、ちょっと漢字で書いていてわかりにくいのですが、これはいわゆる名ばかり管理職の問題についてで、この９月に通達が出されました。これは既に新聞等でも紹介されておりますが、この通達の本文３行目、店長等については、十分な権限、相応の待遇等が与えられていないにもかかわらず労働基準法の管理監督者として扱って、時間外労働に応じた割増賃金が払われないというような不適切な事案が見られるということで、実は監督指導して問題点を浮き彫りにして、「判断要素」というのを次のページに示したところでございます。詳細は省略しますが、次のページの一番上に、「職務内容、責任と権限等についての判断要素」、そして、下から３分の１ほど上がったところに「勤務態様についての判断要素」、次のページの３分の１ほど下がったところに「賃金等の待遇についての判断要素」、こういうものを示して、これに該当すると管理監督者性を否定する重要な要素もしくは補強要素になりますよというのを示したものでございます。

ところが、これについては、マスコミでも話題になりましたが、誤解を生じるおそれはないかという指摘が出ました。次のページで、10月３日にこれに関する内翰が発出されております。主な論点は次のページです。内翰の別添に「問３」というのがありますが、「今回の通達で示された否定要素に当てはまらない場合は、管理監督者であると判断されるのですか」という疑問についてでございます。これはあくまでも否定要素を示したということであって、この性格から、これに該当しない場合、管理監督者性が肯定されるという反対解釈が許されるものではありませんと、その辺、丁寧に事業場の皆さんに説明をしていくようにという指示が出され、当局でも12月16日にワークピアで説明会などもセットしまして、誤解のないように周知しております。ここで指摘したのは、あくまでも真っ黒のものを示しただけで、これについては該当しない、裏返したものが、管理監督者性が肯定されるということではないということを丁寧に説明していきたいと思っております。

それから、37条違反で、平成19年度に企業を指導した結果、これは資料はございませんが、100万円以上の是正をしていただいた企業、69企業８億1,000万円余というようなことで記者発表をさせていただいております。また、併せて、11月は「労働時間適正化キャンペーン月間」ということで、１カ月間、監督指導を重点的にやりたいということと、11月22日にフリーダイヤル、相談ダイヤルを設けて、そういうことで疑問をお持ちの方、悩まれている方の相談に乗りたいと思っております。

「基準－11」は「最低賃金改正のお知らせ」ということで、局長からも話がありましたが、今年は最低賃金法が改正されて７月１日から施行されております。「生活保護水準との整合性の確保」ということを言われ、中賃審から、神奈川は89円乖離がある、全国一大きな乖離があるというような指摘もしくは目安を示されたところでございます。審議会において、89円を３年程度で解消しようということで、今年度は30円の引き上げ、766円に決定し、10月25日から適用になっております。改正最賃法の趣旨を込めて、「766」というのを「なろう労働者のセーフティネット」というごろ合わせで周知を図っていきたいと思っております。このほかに、塗料、鉄鋼、一般機械など７つの業種について特定最賃がございますが、それぞれ９円から11円の引き上げを審議会で全会一致で決定していただきまして、12月20日から発効するということで手続を進めているところでございます。

最後、「基準－12」は、上半期の監督指導結果でございます。安全衛生確保対策、一般労働条件確保対策、それぞれの定期監督。それから「最低賃金・その他」となっておりますが、その他は、派遣とか、介護とか、自動車運転者の関係の監督でございまして、それぞれ19年度の半分を超え、もしくはそれぐらいの件数を計画に従って実施しておりまして、全体では、一番下ですが、4,240件、監督なりの指導をしている。その際の違反率は65.4％という状況でございます。

大変駆け足でたくさんのことを申し上げましたが、以上で基準行政関係の説明を終わりたいと思います。

【柴田会長】

　ありがとうございました。

それでは、続きまして、職業安定部長から所管につきましての事項をお願いいたします。

【畑職業安定部長】

　職業安定部の畑でございます。座って失礼させていただきます。私の方から、職業安定行政の上半期の各種事業の進捗状況等について、資料「安定－１」から順次御説明させていただきます。

　まず、「安定－１」に表を付けさせていただいております。本日お配りした資料に「神奈川雇用戦略」という黄色い冊子を一部入れてございますけれども、昨年度の審議会でも御審議いただきまして、職業安定行政は主に「神奈川雇用戦略」に基づいて、今年度各種事業を展開しているところでございます。この戦略の中の最後の方のページに、各種数値目標というのを掲げておりまして、その数値目標を掲げているすべての事業について数字で進捗状況を表したのが、この「安定－１」の表でございます。主要な部分だけ御説明させていただきます。

　まず、「地方計画策定項目」という４項目がございますけれども、こちらはいわゆるＰＤＣＡと呼ばれる、プラン・ドゥ・チェック・アクションという目標管理のサイクルに基づいて、各ハローワークでの取り組みがどのようにうまくいったか、またいっていないのか、だめな場合はどこを改善していくのかというのを四半期ごとにチェックを入れながら、目標達成に向けて各ハローワークで努力していただく。それを労働局の方でチェックしていくという項目が、この４項目でございます。それ以外、（２）の「目標策定項目」というのは、最終的に年間の目標として各種数字を設定いたしまして、これに向けて職員がそれぞれ努力していこうということで目標を決めているものでございます。

この「地方計画策定項目」の中で最も重要な項目として私ども考えておりますのが、一番最初の「就職率」でございます。こちらは、ハローワークに新しく求職登録された方と、その月にハローワークを通じて就職された方の比率をとったものでございます。年間目標25.5％のところ、上半期の平均が21.8％ということで、現在のところ3.7ポイント足りていないということです。冒頭の局長の御挨拶にもありましたように、今年度は、特にこの数カ月間、求職者の方の数が非常に増えている。その一方で、求人が対前年で１割ぐらい落ちているということで、労働市場が大変厳しい状況になってきておりますので、それに伴いまして就職率も若干苦戦しているというような状況でございます。

　次に、（２）の「目標策定項目」の中で幾つか御紹介いたしますと、「障害者試行雇用事業」というのがございますけれども、こちらはいわゆる「トライアル雇用」と呼んでおります。ハローワークの方で３カ月間ぐらいの有期の求人をいただきまして、求人、求職者双方にとってのお試し雇用という形で、このトライアル雇用というのをやっております。３カ月のトライアル雇用が終わった後に、そこの会社で正規労働者に移行する率を８割と目標に掲げておりますけれども、比較的順調に行っているところでございます。

　３段目に「障害者雇用率」とございます。毎年、事業主の方から６月１日現在の障害者の雇用状況を報告いただいておりますけれども、19年度で1.45となっております。その前年が1.41でございましたので、今年度も何とか同様に0.04ポイント、つまり1.49％になるように、これまで各ハローワークにおいて、事業主の協力を得ながら努力してまいりましたが、ちょうど発表が昨年と同様ということで聞いておりますので、今月の中旬ぐらいにはまた雇用率が発表されるところでございます。

　あと、「フリーターの常用雇用者数」ということで、年間目標を１万6,000名にしております。全国で35万人のフリーターの方を正規雇用につなげていこうということで、ハローワークでの各種資源を活用しながら就職支援に努めているところでございますが、非常に苦戦しております。現在のところ、本来であれば進捗率50％になっているのが理想でございますが、35％と非常に苦戦しているとこでございます。

あと、「新規高卒者の内定率」でございますが、これは最終結果として99％を目指すということで、また後ほど御説明しますけれども、９月末現在で43％、前年に比べまして４ポイント低くなっております。

　あと、若年者につきましてもトライアル雇用がございまして、目標どおりということでございます。

その下の方で、中高年労働者の方向けのトライアル雇用もございまして、こちらもほぼ目標どおりに推移しております。

次に、「就職支援プログラム」というのが、主として雇用保険受給者の方に対しまして、特に就職を急いでいる方につきまして、個人個人にマンツーマンで対応しながら、予約相談を中心として非常に手厚く支援することによって、早期の就職を目指すというプログラムでございますが、こちらについても比較的順調にいっているところでございます。

以下、「就職実現プラン」「総合的支援計画」「チャレンジ計画」と３種類の計画がございます。対象者はそれぞれ異なりますが、ハローワークにおいて自ら求職活動を計画的に実施できないような就職の困難な方々に対しまして、これまでの職歴、能力、経験等を踏まえながら、どのような求職活動計画を作っていけば効果的に就職活動ができるかといったところを相談しながら計画をつくるという事業でございまして、進捗、若干悪いのもございますけれども、このような状況でございます。

あと、下の方で「マザーズＨＷ」、これはまた後ほど御説明いたましすけれども働く方を支援するということで、18年度から「マザーズＨＷ横浜」ということで、ＪＲ横浜駅の西口の方に、ハローワーク横浜の外部施設として設置運営しているところでございましたが、今年度につきましては、更にマザーズＨＷ事業を拡充いたしまして、川崎、藤沢、厚木、それぞれのハローワークの中に「マザーズコーナー」というコーナーを設けまして、支援を拡充しているところでございます。

　以上が概要でございますが、あと幾つかトピックス的なところを紹介したいと思います。

　まず、「安定－３」は、来春新規に学校を卒業される方々の職業紹介の本年９月末現在の状況でございます。上の箱書きにありますように、就職希望者１人当たりどの程度の求人があるかという求人倍率を見ますと、中学では0.59ということで前年よりも上昇、高校では2.21倍、昨年より若干落ちているということです。就職決定率ですが、中学はまだ面接段階に至っておりませんが、高校は９月半ば以降解禁されておりますので、９月末現在では42.5％、昨年に比べまして若干減少傾向にあるということでございます。

１枚めくっていただきますと、高校の職業紹介の状況という表が載ってございます。この表をご覧いただきますと、来春の高校卒業予定者の方は全体で0.6％と微増しておりますけれども、求職者の方、仕事に就きたいという方は9.8％と前年よりも伸びております。これも去年から今年にかけまして少し景気が明るかった時期の反映かと思われますけれども、求職者の方は伸びている状況にございます。その一方で、右側が求人数でございますけれども、求人数全体は１万2,563に対しまして今年度１万2,234、マイナス2.6％ということで減っております。この結果、表の右下の方にありますように、本年度求人倍率が2.21倍ということになっております。求人の方は、求人数は減っておりますけれども、求人を申し込んでいただいた事業所の数としては1.1ということでむしろ増えてございますので、求人者の方から見ると少し人数については絞り込みをかけながら様子を見ているところなのかなと思われます。しかし、10月にかなり大きなアメリカの経済的な破綻がございましたので、今後、高校また大学等で内定取り消しといった事案が発生しかねないということで、早速、各高校や大学の方にこれから調査をかけて、内定取り消しの状況がどういう状況になっているのかというのを把握しながら、適切な対応に努めてまいりたいと考えているところでございます。

続きまして、「安定－４」でございます。「ジョブ・カード制度の御案内」という厚生労働省本省で作っているパンフレットを載せさせていただいております。これまでも何回か御説明させていただいておりますが、このパンフレットを１枚めくっていただきますと、ジョブ・カード制度の概要、下の方に絵が描いてございます。基本的には、体系的な教育訓練、職業訓練を受ける機会が少なかった方々に対しまして実践的な訓練を施すことによって正社員化に繋げていこうというものでございますけれども、まず入り口段階でキャリアコンサルティングをしっかりやっていただく。主としてハローワークや各県にありますジョブカフェといったところが入り口になっておりますけれども、この中でジョブ・カードの一部を作成していただいて、御本人の能力、適性に合った職業訓練に繋げていくということになっております。

ここで、訓練の種類として、「有期実習型訓練」「実践型システム」「日本版デュアル」「企業実習先行型」、４種類の訓練が書いてございますけれども、主としてハローワークの方でお取り扱いしているのは、「日本版デュアルシステム」という３カ月間の委託訓練と１カ月間の企業での実習を組み合わせた４カ月間の職業訓練になっておりますけれども、こちらの受講あっせんを行うこと。もう一つ、「有期実習型訓練」というのは、あくまで事業所の方で一旦３カ月から６カ月程度雇用していただいて、ＯＪＴを含めまして労働者として雇い入れていただきながら訓練を行うという形態ですが、こちらにつきまして求人をいただいた場合には、職業紹介をしていくことがハローワークの役割となってございます。

いずれも訓練が終わりましたら「評価シート」というものを、実際に訓練をしていただいた事業主の方に評価していただきます。これまで職業訓練の方は、通常職業指導員という先生の方々が訓練を終わった段階で各訓練生に対する評価を行ってきたわけですけれども、今回のこのジョブ・カード制度のポイントというのは、職業訓練校の先生だけではなくて、実際に企業で実践的な能力をチェックしていただくというところが、これまでにない訓練のポイントになっております。そのために「評価シート」をそれぞれ事業主の皆様にチェックしていただいて、個々人の評価をしていただく。それをまたジョブ・カードの方に記載していただいて、最終的に卒業段階でまたキャリアコンサルティングを行って、できれば実習した訓練のところで正式に雇用される。また、そうでない場合は、他の就職活動に使っていただこうという制度でございます。

少しめくっていただきますと、それぞれの訓練の説明等がございますけれども、このパンフレットの一番最後にまとめた表がございますので、こちらを少しごらんいただけますでしょうか。パンフレットの一番最後に「訓練の基準等」ということで、先ほど申し上げました４種類の訓練の概要が書いてございますけれども、実は一番左の有期実習型訓練につきましては、10月１日から一部要件が緩和されております。このパンフレットはちょっと古いパンフレットで、まだ緩和された要件が記載されておりませんけれども、これから特に事業主の皆様の協力を得ながら有期実習型の訓練を進めていこうということで、ここにある基準を一部緩和してございます。例えば対象者のところですけれども、従来は「学校卒業後２年以内の方は除く」ということでしたが、フリーターになるような方を事前に防止するという観点から、「２年以内」というのを「６カ月以内の方を除く」というように要件を緩和してございます。真ん中に「ＯＪＴの時間割合」というのがございますけれども、全体の訓練期間の間、ＯＪＴに対する時間の割合は「２割以上８割以下」というのが従来の要件でございましたが、ここにつきましても少し要件が緩和されまして、有期実習型訓練終了後に正社員の登録制度がある場合には、ここの割合が「１割から９割以下」というように一部緩和されております。

あと、この表には載っておりませんけれども、最も緩和されたのではないかと思われるところが、有期実習型の訓練の場合、座学を一部必要といたしておりまして、この場合には、例えば専門学校等の外部の教育機関がカリキュラムをしっかり作って、専らこういった教育訓練に従事する方が、実際、先生として実施する。そういった訓練を対象にしておったのですけれども、要件がかなり厳しいというところから、そういったカリキュラムの策定や専ら教育訓練に従事している者による実施といったところを大幅に緩和いたしておりますので、通常の事業所の中での座学で十分対応できるというような緩和措置も設けてございます。これらによって、より一層、事業主の皆様にこの有期実習型訓練にお取り組みいただけるのではないかと思っております。ここには余り書いてございませんでしたが、有期実習型に取り組んでいただく事業主の皆様には、別途、雇用・能力開発機構から能力開発に関係する各種助成金がございまして、そちらの方も通常の助成金よりも手厚い制度となっておりますので、こういったものを活用しながらジョブ・カード制度を進めていくということで考えているところでございます。

続きまして、「安定－５」は、先ほど少し申し上げまました「マザーズコーナー」についてでございます。６月の終わりに、先ほど申し上げました川崎、藤沢、厚木の各ハローワークの中に「マザーズコーナー」というコーナーを設けました。次のページをめくっていただきますと、この中でどういうことをやっているかというのが書いてございます。予約制・担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介ということで、特に就職を急いでいらっしゃる方等に対しまして、予約制・担当制によって手厚く職業支援をしていくという取り組みを行っております。それに加えまして、ハローワークはどこもなかなか狭いところが多いわけですけれども、マザーズコーナーにおきましては、子供連れで仕事の相談がしやすいように、できるだけ相談スペース等にキッズコーナーやベビーチェアといった余裕を持たせたような環境を整備しているところでございます。これに併せまして、保育施設の情報や子育て支援情報といった各種情報を関係機関からも御提供いただきまして、できる限りワンストップでこういった情報も提供するようにしております。あと、仕事と子育てを両立しやすい求人をできるだけ確保して提供していこうということで、通常のハローワークよりも、より子育てをしながら働こうとしている方々に対して支援できるような施設になってございます。

続いて、「安定－６」もパンフレットのコピーをお付けしております。これは昨年度の終わりからかなり問題になっておりました有期契約労働者の方々に対して、どういう雇用管理をしていけばいいのかということで、今年度そのガイドラインを策定したというものでございます。本ガイドラインの趣旨のところにありますけれども、いわゆる非正規労働者のうちパートタイマーや派遣労働者については、それぞれの関係法令が定められておりますので、この法令に基づいて雇用管理がしっかり措置されているということになりますけれども、１週間の所定労働時間が通常の労働者と同じいわばフルタイムで、しかし、雇用契約は有期であるというフルタイムの有期労働者につきましては、特別、いわゆるパート法の適用やそれに基づく支援措置の対象として位置づけられておりません。雇用管理の改善への取り組みが十分に行われていない状況にあったといったところを踏まえまして、各種法令等を整理しながら、まず１番として、事業主の皆様が構ずべき必要な事項というものと、２番目としまして、プラス・アルファ、よりよい雇用管理のためにこういったことを是非お願いしたいという項目をそれぞれ並べまして解説したものがこのガイドラインということになります。

めくっていただきますと、上の方に書いてございますのは、全体が青い字になっておりますけれども、なお書きに、労働基準法、労働契約法等、各種法律について、当然、労働者であればすべて適用されるという意味で、有期契約労働者に対しても適用されるところにつきましては、黒い字でそれぞれ表記しております。また書きにありますけれども、パート法については、フルタイム有期契約労働者に対しては直接適用されませんけれども、パート法に基づいてパート指針というのが策定されておりますけれども、この中でパート法の趣旨を考慮されるべきであるという事項が幾つか規定されておりまして、そこの部分については青い字になっているということで、黒いところは当然のことながら、青いところについても事業主として配慮していただく必要があるということで整理した上で、それぞれ解説を付けたものがこのガイドラインでございます。あと、13ページに、大きく分けた２番目の方に、よりよい雇用管理に向けてぜひ配慮していただきたいことということで、安定的な雇用関係に配慮した雇用環境の整備、労働条件等の改善のための事項について等、幾つか是非お願いしたいといった事項を掲げておるところでございます。15ページは、若干ですけれども、「雇用管理改善に対する取組事例」ということで幾つか事例を紹介しているというのが、こちらのガイドラインでございます。これにつきまして、現在、ハローワークを中心としまして、事業主の皆様にできる限り周知・啓発させていただいているところでございます。

続いて、「安定－７」は、「高年齢者雇用確保措置について」ということで、頭書きにありますように、高齢者雇用安定法に基づきまして、平成18年４月から65歳未満の定年の定めをした事業主は、65歳までの安定した雇用を確保するために、①から③のいずれかの措置を講じなければならないこととされておりますということで、この制度の導入状況も含めまして、毎年６月１日に高齢者の方の雇用状況、制度の導入状況をハローワークの方にお届けいただいているところでございます。

今年の結果が取りまとってございまして、それが次のページになります。現在では、63歳まで何らかの形で雇用を継続するという措置をとっていただくのが事業主の義務になってございます。表１に実施状況がございますけれども、今年度は企業数で4,502の企業から報告をいただいておりまして、雇用確保措置が実施済みであるところが4,308、95.7％のところで既に実施していただいております。括弧書きが昨年の状況で、90.5％ということで、5.2ポイント改善しております。まだどうしても300人以下のところでの導入状況が低いということから、引き続きハローワークの方でこういった300人以下の企業を中心に、現在、事業所指導に努めているところでございます。

続きまして、「安定－８」は、障害者の方の雇用の状況で、先ほどの雇用率が上の表に書いてございますけれども、平成17年が1.37、18年が1.41、昨年が1.45と、確実に改善してきているところでございます。

１枚めくっていただきまして、これはハローワークでの障害者の方の職業紹介の状況でございます。就職件数の方をごらんいただきたいのですが、19年度は年間2,147件ということで、対前年で５％伸びております。また、その前の18年度は2,045件ということで、対前年で20.3％、かなり大きな伸びを示してきておりました。今年度につきましても、目標３％程度の就職件数のアップを目指して、各ハローワークの方で職業紹介、就職支援に努めているところでございますが、今年度の上半期の平均では、下の方にありますように7.2％と非常に順調な状況になってございます。

右のページが、就職面接会の開催日程で、毎年９月から10月にかけまして障害者の方の合同面接会を開催しております。それぞれ結果、表の右の方に参加求職者の数、事業所の数を書かせていただいております。また、年明け２月には、横浜の方でまた２回目の面接会を実施する予定になっております。

続きまして、「安定－10」は、労働者需給調整事業の状況で、表の下の方が指導監督実施状況について簡単にまとめております。昨年度は、請負事業と派遣事業、それぞれ指導監督の件数が、派遣事業250、請負243ということで、括弧の中は18年度になりますけれども、かなり請負から派遣の方にシフトしながら指導監督に努めてきたところです。20年度におきましても同様に派遣事業に対する指導監督の方に力を入れて実施してきたところですが、それぞれ指導監督した結果としての文書指導の数が、19年度は１年間で149件、今年度は110件ですが、上半期の昨年の時期だと59件ということになりますので、かなり不適正な事案が出ておりますので、文書指導の数が増えてきているということに出ているのではないかと思っております。

続きまして、「安定－11」は、同じく派遣と請負の関係で、首都圏の７労働局が合同で平成17年度から適正化キャンペーンというのを実施しておりまして、本年度につきましても10月、11月をキャンペーン期間と決めて、７労働局がこの期間に集中的に各種事業を行っているところでございます。２番は首都圏労働局共催によるセミナーの実施ということで、10月８日に「適正化セミナー」を開催しております。

次のページは、神奈川労働局独自の取り組みとしまして、10月に「派遣先セミナー」「請負適正化セミナー」、また11月には「派遣元セミナー」というのをそれぞれ実施しております。ちょっと資料が古くて申し訳ございません。結果はまとまっておりまして、「請負適正化セミナー」は一応1,000人予定でございましたけれども、439社で858人御参加いただいております。同じく「派遣元セミナー」も400人予定でございましたが、218社で339人御参加いただいているというような状況でございます。

「安定－12」は、派遣制度の改正についてということで、９月24日付の労働政策審議会からの建議をお付けしたのですけれども、その後、実際に改正法案が国会に提出されておりますので、本日別途配付していただきました「追加資料－安定」をごらんいただけますでしょうか。厚生労働省発表11月４日付の「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律等の一部を改正する法律案について」ということで、本日11月４日、同法律案の国会提出について閣議に付議し、閣議決定がなされたということです。

その内容についてですが、１枚めくっていただきますと、問題点として現状を整理した結果、３点ぐらいあるであろうということで、問題点の１点目が「日雇派遣など需給調整システムとして相応しくない事業形態の横行」ということで、その対応としてとるべき課題が事業規制を強化するということで、日雇派遣の原則禁止、また、グループ企業内派遣を８割に規制するといった措置を盛り込んでおるということでございます。２点目の問題点として「派遣労働者の不透明な待遇決定、低い待遇の固定化」ということで、これに対しましては、派遣労働者の常用化や待遇の改善を求めていくということで、登録型派遣労働者の常用化の努力義務化を行う。あと、派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合、いわゆるマージンなどの情報公開を義務化しようというものです。３点目の問題点として、「偽装請負などの違法派遣の増加、行政処分を受ける企業の増加」ということで、これに対しましては、違法派遣に対する迅速・的確な対処ということで、派遣先に対する労働契約申込みの勧告制度創設する、また、処分逃れを防止するために欠格事由をきっちりと整備しましょうという改正内容になっているということで、その次からはそれぞれの項目をもう少し説明した資料になってございます。

最後ですが、「安定－13」の資料をごらんいただけますでしょうか。冒頭の局長の御挨拶の中でも、20年度の補正予算と、今まさしく検討しているであろうと２次補正の考え方等、御説明がございましたけれども、とりあえず20年度の補正予算が既にスタートしておりますので、これについて簡単に御説明したいと思います。「安定－13」の頭にありますように、今回の緊急総合対策の中で、ハローワーク関係としまして84億円、一般会計12億円、労働保険特別会計で72億円の事業規模になっております。１番が「非正規雇用対策等の推進」ということで、日雇派遣労働者等の安定就職支援、職場定着指導ということで、これにつきましては、２枚めくっていただくと色紙が裏側に付いておりますけれども、全国の主要なハローワークの中に「安定就職コーナー」というのを設置いたしまして、主として日雇派遣労働者等の不安定な就労をされている方々に対しまして、「安定就職ナビゲーター」という方がマンツーマンで予約制等を用いながら丁寧なあっせんに努めていくという制度でございます。「安定就職ナビゲーターによるマンツーマン支援」の白い箱書きにありますように、就職支援プログラムとして、①～⑧のような通常の就職支援より、より手厚い、例えば個別の求人開拓を行ったり、同行紹介を行ったり、職場定着の指導を行ったりということで、かなり幅広い支援をマンツーマンで行っていこうというのが、今回の目玉商品になっているというように考えております。右下の箱にもありますけれども、安定就職者、これは日雇派遣を経験して今は常用就職されているような方に対しまして、職場見学ツアーをしたり、意見交換会をしたりといったイベント的なものを組み合わせながら常用就職を支援していこうという制度でございます。

もう一度、「安定－13」の表紙に戻っていただきたいのですけれども、１の（２）「非正規労働者の雇用安定」の②「住居のない不安定就労者に対する安定的な雇用確保のための総合的支援の推進」ということで、いわゆるネットカフェ難民に対する就職支援等について神奈川の方でも今回新たに実施することになっております。従来、東京、愛知、大阪の３地点でやっておりましたけれども、今回の補正予算で、神奈川においても、民間機関を活用しながらネットカフェ難民の就職支援を実施することになっております。③が「大都市圏における非正規労働者の就労支援体制整備」ということで、先ほどのコーナーをもっと拡充したようなイメージであろうと思いますけれども、東京、大阪、愛知の三大都市におきましては「非正規労働者就労支援センター」というハローワークの出先機関のようなものを設置して、安定就職に向けたさまざまな支援を行うということになっております。

次のページ、２番目は「中小企業の雇用維持等への支援」ということで、「事業活動に悪影響が出ている中小企業の雇用維持への支援」について拡充するということです。これはまた後で御説明いたします。

３番目は「女性の就労支援」ということで、マザーズコーナーについてさらに拡充するということで、全国展開を拡充していくということがうたわれております。

４番目は「高齢者の就職支援」ということで、従来、60歳以上の方をハローワークのあっせん等で雇い入れた事業主の方に対しまして特定求職者雇用開発助成金という形で賃金助成をしておりましたけれども、今回の補正によりまして、65歳以上の方を雇い入れた場合にも支援を拡大しようという新しい施策が盛り込まれています。

続いて、３ページ、５番「障害者の就労支援」ですが、（１）にありますように、これも同じく障害者の方をハローワークを通じて雇い入れた場合にも助成金が支給されておりましたけれども、特に中小企業で障害者の方を雇い入れた場合に、より手厚く助成していこうというのが、この拡充の内容になっております。
１枚めくっていただいて右側のページ、「平成20年度緊急経済対策に係る雇用調整助成金制度の見直し」という図が出ております。けれども、まず、この雇用調整助成金というのは、現行制度が左側の方に括弧書きで入っておりますけれども、事業活動の縮小を余儀なくされて休業や出向を行った事業主に対しまして賃金等の一部を助成するというものですが、従来、支給要件が「最近６カ月の生産量が前年同期と比較して10％以上減少」、もう一つが「最近６カ月の雇用量が前年同期と比較して増加していないこと」でございましたけれども、この６カ月間の生産量を比較していくとなると、緊急で発動するにはなかなか使い勝手の悪い制度であるということで、今回の補正予算の見直しに当たっては、雇用調整助成金とほぼ同じような仕組みではあるのですけれども、別の助成金としまして、「中小企業緊急雇用安定助成金」というものを新しく制度化したというものでございます。仕組みはほぼ同じものですが、支給要件のところで、「最近３カ月の生産量が減少していること」。雇用につきましても、「直近３カ月で雇用量が増えていなければいい」というように、より使いやすくするとともに、助成率の方が、従来、支払った賃金の「２分の１」。中小企業は「３分の２」でしたが、こちらを中小企業「５分の４」というように拡充しております。あと、教育訓練の費用につきましても、従来、「１人１日1,200円」でしたが、今回は「１人１日6,000円」支給ということで、中小企業にかなりてこ入れが必要だということで、より使いやすく手厚くしたというのが、この新しい助成金になります。下の方に「拡充」とありますけれども、当初は平成21年度要求で、現行の雇用調整助成金もより使いやすくしようということで拡充ということで考えていたわけですけれども、冒頭の局長の御説明にもありましたけれども、今、２次補正に向けた議論が様々なされているところですけれども、こちらの雇用調整助成金につきましても、２次補正でより使いやすくしようという動きが、今、議論されているところと聞いております。

次のページが、先ほど申しました特定求職者雇用開発助成金の従来60歳から65歳までの高齢者の雇い入れに係る助成金をさらに65歳までの層に拡充するという内容でございます。

更に右側のページが、障害者の、特に中小企業で障害者の方を雇い入れた場合に助成金を拡充するということで、このページの下の表の（３）「拡充の内容」をごらんいただきたいのですけれども、１年間60万円を２回に分けて、半年30万円ずつ、障害者を雇い入れていただいた場合に支給するという制度になっておりますけれども、これを90万円、１年６カ月間、半年ごと３回に分けて払うという形で支給期間を長く、金額を多くというように、それによってできる限り職場定着も図られるのではないかということで、中小企業向けに拡充した制度となっているところでございます。

　私からは以上です。

【柴田会長】

　ありがとうございました。

それでは、最後となりますけれども、雇用均等室長の方から所管の御説明をよろしくお願いします。

【西村雇用均等室長】

　雇用均等室の西村です。私の方から、雇用均等室の業務の上半期の施行状況を御説明させていただきます。雇用均等室では、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法、次世代育成対策推進法、こういった主に４つの法律を業務の根幹にしておりまして、主にこの４つの法律の上半期の施行状況を数字で御説明させていただきたいと思います。

　資料「均等－１」、まず男女雇用機会均等法の上半期の施行状況、相談件数と個別紛争解決援助の件数、指導件数をお出ししてあります。

相談件数ですが、上半期947件ということで、主に相談の中で多いのは、職場におけるセクシュアルハラスメント、それから母性健康管理です。均等法の12条、13条に関し、妊産婦の方の健康管理の相談が引き続き多い相談件数となっております。

それから、その下に「労働局長による個別紛争解決の援助」ということで、これは均等法の17条にございますが、事業所の中の個別紛争に対して援助するものでございまして、20年度の上半期は69件ということで、ちょうど19年度　１年間と同じ数字になっております。ですから、大体倍ぐらいのペースで紛争解決援助の件数が増えているということがおわかりいただけるかと思います。

　次のページは、「機会均等調停会議による調停」、これは均等法の18条、紛争解決援助の制度で、調整会議によって紛争を解決する制度でございますが、上半期の申請が９件ございます。これが19年度は７件でございましたので、既に19年度１年間の申請件数を上回っているということがおわかりいただけるかと思います。この申請はすべて、職場におけるセクシュアルハラスメントについての申請でございます。

この下に、「制度是正指導」の件数をお出ししてあります。これは20年度上半期150件ということで、大部分をセクシュアルハラスメントの件数が占めております。平成19年の改正法施行では、セクシュアルハラスメントについては、事業主に９項目の措置義務ということで規制が強くなっておりまして、そういった関係で、このセクシュアルハラスメントの件数が増えております。19年度に比べますと、上半期、半分以下になっておりますが、これは労働局長による紛争解決の援助の受理件数が非常に多く増えておりますことから、計画的に事業所を訪問する件数が必然的に減っておりますので、そういった意味でやむを得ず指導件数が減っているというような状況がございます。

　「均等－２」は、「育児・介護休業法施行状況」でございまして、上半期の施行状況、まず制度についての相談件数を最初にお出ししてあります。これが664件ということで、平成19年度は1,146件ということでしたから、大体同じようなペースで相談が寄せられているということでございます。

　次のページは、同じく相談件数ですが、これは「労働者の権利侵害に関する相談件数」でございます。これは上半期、225件ということで、平成19年度は298件でございましたから、権利侵害に係る相談件数は増えているということがおわかりいただけるかと思います。

　次のページは、「制度是正指導」でございます。制度について、規定整備が主な指導事項になりますが、それぞれの制度の規定整備についての指導件数ということで、平成20年度、上半期は530件ということで、19年度に比べましてペースが遅れておりますが、これは取りかかりが数カ月遅れたということで減っておりまして、下半期には挽回されるというように予測しております。

　次のページは、「権利侵害に関する是正指導」で、これは労働者の権利侵害に関する相談を契機にして指導した件数でございます。この件数は非常に少なく、平成19年度で６件、平成20年度上半期もまだ１件という状況で、この権利侵害、労働者の相談を契機とする是正指導という件数は全体的に少ないという状況でございます。

　「均等－３」は、「パートタイム労働法施行状況」でございまして、相談と指導件数をお出ししてあります。相談件数は、上半期594件ということで、平成19年度は464件ということでしたので、既に昨年度１年間を上回っているという状況がおわかりいただけるかと思います。パート法に基づく指導件数は87件でございます。19年度は15件でございますので、非常に増えております。これは当然、パートタイム労働法が改正になりまして、事業主としての義務が発生しておりますので、指導件数は当然増えおります。指導の内容といたしましては、労働条件の文書交付について、賃金について、通常の労働者への転換の措置義務違反、これが主な内容になっております。

　「均等－４」は、次世代法関係でございます。次世代法では、一般事業主行動計画を策定していただいて、これを労働局に届けていただくという制度がございまして、301人以上は義務、300人以下は努力義務ということで規定されております。私どもが把握しております301人以上の企業数は649社、そのうち一般事業主行動計画策定届を届け出ていただいているのは639社ということで、届出率は98.5％になっております。これは10月末現在ではほとんど100％に近い数字になっておりますので、301人以上はすべて届け出をしていただいているという状況でございます。300人以下につきましは、今現在424社ということで、これは努力義務でございますので、なかなか届け出が進んでいない状況がございます。

それから、もう一つ、次世代法では、計画を実施して基準に合致した場合は労働局長の認定を受けることができるわけですが、この認定企業数は県内では上半期13件ということでございます。全国では545企業が認定を受けておりますので、この認定件数については、神奈川県は若干少ない状況ということでございます。この次世代法につきましては、現在、児童福祉法の一部を改正する法律の中に次世代法の改正事項が盛り込まれておりまして、今、301人以上が義務になっておりますが、これが101人以上になる。それから、行動計画を公表しなければいけないといった内容を盛り込んだ法律改正案が今の国会に上程されております。通りましたら、101人以上企業はこの行動計画策定届を届け出なければならないことになりまして、こういった次世代対策を進めるということの一つのインパクトになるのではないかと考えております。

　「均等－５」は、参考までにお出ししておりますが、「今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会報告書」ということでございます。これはどうしてお出ししているかと言いますと、現在の育児・介護休業法の改正といった流れがございますので、参考までにお出ししてあります。御存じのように、女性の育児休業取得率というのが、今は89.7％ということで約９割弱、一方では、男性の育児休業取得率は1.56％ということで非常に少ないわけですが、女性の育児休業取得率は増加している。反面、女性の中でも、第１子の出産を契機として仕事を辞められる方が約７割といった状況にございます。こういった状況から、今後の両立支援のあり方というものをこの研究会で御議論いただいて、報告がまとめられております。

この報告を踏まえて、現在、労働政策審議会の雇用均等分科会におきまして議論がなされております。どういう議論かといいますと、育児休業からの復帰後も継続就業しながら子育ての時間確保ができる働き方の実現が１点目。２点目としては、父親も子育てにかかわることができる働き方の実現。こういった点をポイントに、育児・介護休業制度の見直しについて、今、議論がなされている状況でございます。具体的には、育児期の短時間勤務の強化、男性の育児休業取得促進策、こういったことについて検討を進めていくということになっておりまして、こういった検討内容を踏まえて、近いうちに育児・介護休業法の改正法案が国会に提出されるということも十分考えられる状況でございます。

　私の説明は以上で終わらせていただきます。

（３）質疑・意見交換

【柴田会長】

　ありがとうございました。以上を持ちまして、神奈川労働局の行政運営に関する御報告、御説明をいただいたわけでございます。

これから御質問等をいただくということでございますが、事前質問が提出されているということですので、事務局の方でまずその御説明をお願います。

【近藤補佐】

　御説明いたします。使用者代表委員の佐伯委員より、事前に書面による質疑が上げられております。冒頭、資料説明で申し上げましたとおり、一枚紙で質疑の内容については机上に配付させていただいております。質問内容は３項目ございます。簡単に申し上げます。

　１点目が、有期雇用者と安全の相関についてのデータ。２点目が、心の健康について、企業や個人から専門的相談ができるような公的、準公的な機関がありますが、どのような相談が多いか、及びそのデータ。３点目が、企業間、業界間の従業員の相互融通など労働力流通の円滑化に向けた仕組み、整備について国は強化する考えがあるか。以上、３点でございます。よろしくお願いいたします。

【柴田会長】

　それでは、それに関連しまして、それぞれの部署の方から御回答をよろしくお願いします。

【加藤労働基準部長】

　それでは、１番と２番について基準部から説明させていただきます。

　有期雇用者の労働災害については、労働災害の分析は先ほども説明しましたが、これは事業場から出される労働者傷病報告で集計しておりますが、現在、有期雇用者であるかどうかという区分は、その報告の中では特段とっておりません。従って有期雇用者についての、災害統計というのは、今、ないという状況でございます。ただ、傷病報告の中で、派遣労働者については、実は区分を設けて報告をいただいておりますので、それを少し見てみますと、これは神奈川県内に派遣元の事業所を擁するところの災害発生件数と登録派遣労働者の数、これは使用できる直近のデータ２年間を、厳密にはずれがあるのですけれども、２年間を見てみますと、派遣労働者数の方は1.7倍に増加をしております。ところが、労働災害の方は2.5倍に増加をしているということで、派遣労働者の増加率を上回って災害の方が増加しているという状況は見てとれるのではないかと思っております。

　それから、括弧の中で、もう一つ、有期雇用者の健康についての相関という点については、これはもうほとんど資料がないのですが、一つ、厚生労働省で５年に１回、労働者健康状況調査というのを実施しておりまして、直近19年に調査を行っておりますが、10人以上雇用する民営事業所1万4,000事業所を対象に調査をしたものの中で、フルタイムで雇用期間の定めがあって１年以上使用されることが予定されている方を契約社員というように定義づけて、契約社員の方の定期健康診断の受診率というのを聞いております。それによりますと、受診率は82.1％、これは一般の方が100％までいかないのですが、それに近い数字に比べて、かなり受診率そのものは下がっているというような状況がございます。

　それから、２番の「心の健康」について、先ほども４つのヘルスケアという話をしましたが、事業場外資源の活用によるケアの範疇に属するかと思いますが、いろいろなところで専門的な相談をしていただいております。すべてを把握しているわけではありませんが、一つ、独立行政法人労働者健康福祉機構の神奈川産業保健推進センター、ここでの活動実績の中から紹介させていただきますと、ここでは産業医等の資格を持った相談員がメンタルヘルスに関して相談を受け付けておりまして、平成19年度分の数字が確定しております。それを見ますと、メンタルヘルスについては156件の相談が寄せられたと。一番多いのは、個別事案の対応に関して具体的に質問をされてくると。これは当然一番多くて全体の３分２、99件がそういう相談でございます。多分、委員はもう少しこの中身をということなのだと思いますが、これは個人情報の保護、秘密厳守ということで、これ以上の分析といいますか数字はオープンになってございません。それ以外には、相談体制等の整備、どうしたらいいかというような相談が41件、労働者への教育に関して７件、管理者への教育に関して９件というような状況で相談をいただき、それぞれについて回答しているという状況でございます。

【柴田会長】

　もう一件は、職業安定部長。

【畑職業安定部長】

　第３点目、企業間、業界間の従業員の相互融通など。

こういった形の仕組みにつきましては、財団法人産業雇用安定センターというのがございまして、こちらの方で全国展開しておる組織でございますけれども、出向のあっせんや移籍のあっせんといった人材を送り出す方、また人材の受け入れる方、それぞれ情報を取ってマッチングしているという団体がございまして、一定程度の仕組みは既に整備ができておるのではないかと思います。

もう一つ、直接、企業間、業界間というわけではありませんけれども、基本的に労働市場にできるだけ出ないで、要は失業がない形で労働移動するのを支援していくのが基本姿勢でございますので、そういった意味では、労働移動助成金という助成金が別途ございまして、例えば従業員が離職を余儀なくされるような状態に至った場合に、在職中から賃金を支払って就職活動を支援するといった場合に、その間の賃金の一部を国の方から助成する。または、再就職支援会社という民間の職業紹介会社がございますけれども、そういったところにリストラ対象の従業員の方を委託して再就職のあっせんをお願いした場合、就職が無事成功した場合には、それにかかった費用の一部をまた国の方から助成するといった形で、できる限り失業を経ない形での労働移動の支援ということを行っているというような状況でございます。

【柴田会長】

　佐伯委員、よろしいでしょうか

【佐伯委員】

　はい。
【柴田会長】

　ありがとうございました。事前質問は１件でございます。

　これから、改めて御報告をいただきまして、いろいろな御質問等がおありかと思いますが、時間もかなり押しております。これだけの膨大な資料でございますから何か御質問等はおありかと思いますが、個別にまたゆっくりと御質問していただくとしまして、この場におきまして、どうしてもこれだけは皆さんと一緒に共有しておきたいという御質問がございましたら一、二点お願いしたいと思いますが、いかがですか。

【野村委員】

　「追加資料２」の４ページに「新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議」の資料がありますが、その「１．家計緊急支援対策」のところに、「雇用保険料引き下げ等に向けた取り組み」というのがあるのですが、我々の感じからすると、これから実態経済が著しく悪くなってくるというときに、雇用保険料を引き下げるというのは、一時的には、働く人と事業者の負担軽減というのはあると思うのですが、何か違うのではないかという気がするのですけれども、それについて何か狙いがあれば教えていただきたいと思います。

【森岡局長】

　本省から詳しくこれ以上の情報を得ているわけではございませんけれども、４ページにも書いてありますように、21年の１年間に限り引き下げということでございまして、現在の雇用保険の状況を見て、最近、景気が若干良かったということもあって、今の段階では少し多分余裕があるのであろう。21年度に限って引き下げて、企業及び家計への支援策の一つとして打ち出したという形でございまして、これは今後景気が悪くなってくれば、当然、雇用保険財政が厳しくなってまいりますので、22年度以降継続してできるかどうかについては明らかになっていないものだと思っております。

【野村委員】

　説明は理解できるのですが、それでも先行き悪くなるのが解っているのに、それこそバラマキの典型みたいな感じになってしまう。将来について悪くなるのは、はっきり見えているのにそれに対して備えをしない。逆に言えば上げなくてはいけない状況が生まれてくると私は思っている。そこの所の整合性がピンとこない。
【森岡局長】

　政策そのものでございますので、神奈川労働局としてどうこうコメントできるところは難しゅうございますけれども、まず、政府の方で考えておりますのは、とりあえずこの緊急の状況において景気を少しでも浮揚させる必要があるということから、企業、家計へ支援できるものは少しでもやって、景気が浮揚してくれれば保険財政等も少しは楽になるわけですし、税の方も楽になっていくということですので、とにかくまず景気浮揚策として打てるものを打つという中の一つとして盛り込まれているというように理解しているところでございます。

【柴田会長】

　短期間の企業軽減というようなことなのでしょうね。

　野村委員、よろしいですか。

　ほかによろしゅうございますか。

　先ほど申し上げましたように、またここで御質問等をいただくといたしまして、本日の質疑等はこれにておしまいとします。これまでいろいろ御説明いただきましたし、また御質問が出ましたので、これをどうぞ労働局といたしましては、行政のこれからの運営にぜひともお考えいただきまして、よろしくお願いいたしたいと思います。

　議題はすべて終わりましたが、その他として、何か皆さん方でお話しいただくような議題がございますか。よろしゅうございますか。

　事務局はよろしいでしょうか。

【平野室長】

　それでは、事務局の方から１点御報告申し上げます。

　次回は、来年３月に次年度の行政運営方針の御審議をいただくよう予定しておりますので、またひとつよろしくお願いします。

　本日は、会長初め委員の皆様には大変ありがとうございました。

【柴田会長】

　それでは、私の方から、議事録の署名だけを指名させていただきます。

　本日の議事録の署名につきまして、労働者側を野村委員、使用者側を佐伯委員でお願いしたいと思います。

４　閉　会

【柴田会長】

　それでは、これを持ちまして今年度第１回目の労働審議会を終了といたします。どうもありがとうございました。

